
令　和　４　年　度

乙訓環境衛生組合一般会計予算書



　（一時借入金）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、30,000千円と定め

　る。

　（歳出予算の流用）

第３条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

　定める。

　(１)　各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の

　　　流用　

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1,480,290千円と定める。

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。

　

　令和４年３月２４日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙訓環境衛生組合管理者　前　川　　光

第６号議案

　　　　令和４年度乙訓環境衛生組合一般会計予算

　令和４年度乙訓環境衛生組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。



　歳　入 (単位：千円）

1 分担金及び負担金 1,152,587

1 分担金 1,152,587

2 使用料及び手数料 174,699

1 使用料 121

2 手数料 174,578

3 財産収入 58,067

1 財産運用収入 3

2 財産売払収入 58,064

4 繰入金 77,600

1 基金繰入金 77,600

5 繰越金 2,000

1 繰越金 2,000

6 諸収入 15,337

1 組合預金利子 1

2 雑入 15,336

1,480,290
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　　金　　　　　額　　

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算

款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 （単位：千円）

1 議会費 1,501

1 議会費 1,501

2 総務費 164,852

1 総務管理費 164,485

2 監査委員費 367

3 衛生費 677,799

1 清掃費 677,799

4 事業費 304,496

1 事業費 304,496

5 公債費 327,642

1 公債費 327,642

6 予備費 4,000

1 予備費 4,000

1,480,290
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金　　　　　額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



　○　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に

　　関する調書
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　○　分担金割当表

　令和４年３月２４日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　乙訓環境衛生組合管理者　前　川　　光

記

予算に関する説明書

　○　歳入歳出予算事項別明細書

　○　給与費明細書

　○　地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

予　　算　　に　　関　　す　　る　　説　　明　　書

地方自治法第２１１条第２項の規定により、令和４年度一般会計予算に関する説明書を別記のとおり提出します。



（歳　入） （単位：千円）

1 分担金及び負担金 1,152,587 1,315,965 △163,378

2 使用料及び手数料 174,699 168,730 5,969

3 財産収入 58,067 22,023 36,044

4 繰入金 77,600 56,100 21,500

5 繰越金 2,000 2,000 0

6 諸収入 15,337 14,900 437

1,480,290 1,579,718 △99,428　　 歳　　　　入　　　　合　　　　計  
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款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

１　総　　括

比　較

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書



（歳　出） （単位：千円）

1 議会費 1,501 1,517 △16 1,501

2 総務費 164,852 165,482 △630 3 164,849

3 衛生費 677,799 677,416 383 48 677,751

4 事業費 304,496 304,755 △259 304,496

5 公債費 327,642 426,548 △98,906 327,642

6 予備費 4,000 4,000 0 4,000

1,480,290 1,579,718 △99,428 51 1,480,239
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その他

本年度予算額 前年度予算額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 比　較 特　　定　　財　　源
一般財源

国府支出金

歳　　出　　合　　計

地方債



２  歳　入
(款)  1 分担金及び負担金 (項)  1 分担金 （単位：千円）

 1 市町分担金 1,152,587 1,315,965 △163,378  1 市町分担金 1,152,587 市町分担金  

　向日市 423,487

　長岡京市 595,122

　大山崎町 133,978

　　（うち交付税相当分 199,679)　

　　（向日市 72,471） 

　　（長岡京市 106,662） 

　　（大山崎町 20,546） 

1,152,587 1,315,965 △163,378

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  1 使用料

 1 使用料 121 117 4  1 土地使用料 121 敷地占用料

121 117 4

(款)  2 使用料及び手数料 (項)  2 手数料

 1 手数料 174,578 168,613 5,965  1 ごみ処理手数料 174,578 ごみ処理手数料

174,578 168,613 5,965

(款)  3 財産収入 (項)  1 財産運用収入

 1 利子及び配当金 3 7 △4  1 利子及び配当金 3 財政調整基金利子

3 7 △4

(款)  3 財産収入 (項)  2 財産売払収入

 1 物品売払収入 58,064 22,016 36,048  1 物品売払代金 58,064 有価物売払代金 57,786

再生品売払代金 278  

58,064 22,016 36,048

(款)  4 繰入金 (項)  1 基金繰入金

 1 財政調整基金繰入金 77,600 56,100 21,500  1 財政調整基金繰入 77,600 財政調整基金繰入金

金

77,600 56,100 21,500

計

計

計

計

計

計

説　　                  明
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前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度



(款)  5 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 繰越金 2,000 2,000 0  1 繰越金 2,000 前年度繰越金

2,000 2,000 0

(款)  6 諸収入 (項)  1 組合預金利子

 1 組合預金利子 1 1 0  1 組合預金利子 1 歳計現金預金利子

1 1 0

(款)  6 諸収入 (項)  2 雑入

 1 雑入 15,336 14,899 437  1 雑入 15,336 工芸教室参加料 48

余剰電力売却料 14,224  

再商品化適合物返還金 1,024  

グループ保険事務手数料 38  

古紙回収等売払収入 2  

15,336 14,899 437

 6 諸収入 一般会計

計
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計

計



３  歳　出
(款)　 1 議会費 (項)　 1 議会費 （単位：千円）

 1 議会費 1,501 1,517 △16 1,501  1 報酬 804 ○議会運営事業 1,501  

 8 旅費 32  報酬 804  

 9 交際費 35 　・議員報酬  

10 需用費 39  旅費 32  

12 委託料 477 　・特別旅費  

13 使用料及び 114  交際費 35  

賃借料 　・議長交際費  

 需用費 39  

　・消耗品費 29  

　・食糧費 9  

　・印刷製本費 1  

 委託料 477  

　・会議録作成業務委託料  

 使用料及び賃借料 114  

　・車両借上料  

1,501 1,517 △16 1,501

(款)　 2 総務費 (項)　 1 総務管理費

 1 一般管理費 163,138 163,368 △230 163,138  1 報酬 304 ○職員人件費 128,093

 2 給料 59,636  報酬 64  

 3 職員手当等 38,047 　・委員報酬  

 4 共済費 20,141  給料 59,636  

 8 旅費 549 　・特別職給 348  

 9 交際費 50 　・一般職給 59,288  

10 需用費 6,363  職員手当等 38,047  

11 役務費 3,535 　・扶養手当 1,752  

12 委託料 12,555 　・地域手当 3,663  

　・住居手当 720  

計

- 9 -

区　　分
説　　   明前 年 度 比　較

本 年 度 の 財 源 内 訳    

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度

節

金   額
国府支出金 地方債 その他



13 使用料及び 7,204 　・通勤手当 2,033  

賃借料 　・特殊勤務手当 60  

18 負担金、補 10,782 　・時間外勤務手当 1,820  

助及び交付 　・管理職員特別勤務手当 8  

金 　・休日勤務手当 6  

21 補償、補填 3,950 　・管理職手当 1,673  

及び賠償金 　・期末勤勉手当 25,497  

26 公課費 22 　・児童手当 815  

 共済費 20,141  

　・共済組合負担金 19,372  

　・厚生会負担金 356  

　・公務災害補償基金負担金 413  

 負担金、補助及び交付金 10,205  

　・退職手当組合負担金  

○広報事業 3,280  

 旅費 12  

　・普通旅費  

 需用費 1,575  

　・消耗品費 22  

　・印刷製本費 1,553  

 委託料 1,649  

　・広報紙配布委託料 1,238  

　・ホームページ保守委託料 411  

 使用料及び賃借料 44  

　・電気器具使用料  

○庁舎管理事業 11,095  

 需用費 3,535  

　・燃料費 25  

　・光熱水費 3,311  

　・修繕料 199  

 役務費 2,487  

　・手数料 12  

　・保険料 2,475  

 委託料 5,073  

 2 総務費 一般会計
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（単位：千円）

　・庁内清掃委託料 998  

　・受水槽清掃委託料 65  

　・消防設備保守点検委託料 1,958  

　・エレベーター点検委託料 535  

　・電力設備定期点検委託料 116  

　・休日夜間警備委託料 1,401  

○安全衛生、健康管理事業 3,231  

 需用費 48  

　・消耗品費  

 委託料 3,030  

　・健康診断委託料 199  

　・安全管理指導委託料 660  

　・作業環境調査委託料 1,303  

　・産業医委託料 840  

　・ストレスチェック実施委託料 28  

 負担金、補助及び交付金 153  

　・巡回健診負担金  

○電算システム管理事業 6,506  

 委託料 2,508  

　・人事給与システム保守委託料 660  

　・例規データベースシステム更  

　　新委託料 990  

　・人事給与システム改修委託料 330  

　・公会計システム保守委託料 528  

 使用料及び賃借料 3,998  

　・人事給与システム借上料 292  

　　（債務負担行為の予算化）  

　・例規データベースシステム借  

　　上料 792  

　・ネットワークセキュリティ機  

　　器借上料 1,039  

金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金
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地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目



　・人事評価システム借上料 660  

　・財務会計グループウェアシス  

　　テム使用料 1,215  

○一般管理事業 7,633  

 旅費 519  

　・普通旅費 44  

　・特別旅費 475  

 交際費 50  

　・管理者交際費  

 需用費 1,175  

　・消耗品費 836  

　・燃料費 66  

　・印刷製本費 47  

　・修繕料 226  

 役務費 835  

　・通信運搬費 732  

　・手数料 17  

　・保険料 86  

 委託料 286  

　・職員研修委託料 88  

　・人事評価制度運用支援業務委  

　　託料 198  

 使用料及び賃借料 372  

　・駐車場使用料 2  

　・有料道路通行料 2  

　・テレビ受信料 50  

　・機器使用料 318  

 負担金、補助及び交付金 424  

　・全国都市清掃会議負担金 80  

　・講習負担金 344  

 補償、補填及び賠償金 3,950  

　・地域補償費 3,750  

　・自動車損害賠償金 200  

 公課費 22  

 2 総務費 一般会計
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（単位：千円）

　・自動車重量税  

○情報管理事業 3,222  

 報酬 240  

　・委員報酬  

 旅費 2  

　・普通旅費  

 需用費 18  

　・消耗品費  

 役務費 172  

　・通信運搬費  

 使用料及び賃借料 2,790  

　・機器使用料  

○政策推進事業 78  

 旅費 16  

　・普通旅費 7  

　・特別旅費 9  

 需用費 12  

　・消耗品費  

 役務費 41  

　・手数料  

 委託料 9  

　・機密文書処理委託料  

 2 会計管理費 108 109 △1 108  8 旅費 2 ○会計管理事業 108  

10 需用費 54  旅費 2  

11 役務費 5 　・普通旅費  

13 使用料及び 47  需用費 54  

賃借料 　・消耗品費 30  

　・印刷製本費 24  

 役務費 5  

　・手数料  

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金
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地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目
金   額



 使用料及び賃借料 47  

　・支払い等データ伝送サービス  

　　使用料  

 3 財産管理費 1,186 1,581 △395 1,186  8 旅費 6 ○財産管理事業 1,186  

10 需用費 217  旅費 6  

11 役務費 66 　・普通旅費  

12 委託料 787  需用費 217  

13 使用料及び 110 　・消耗品費 215  

賃借料 　・印刷製本費 2  

 役務費 66  

　・通信運搬費  

 委託料 787  

　・緑地管理委託料  

 使用料及び賃借料 110  

　・機器使用料  

 4 公平委員会 50 50 0 50  1 報酬 48 ○公平委員会運営事業 50  

費 10 需用費 2  報酬 48  

　・委員報酬  

 需用費 2  

　・消耗品費  

 5 基金費 3 7 △4 3 24 積立金 3 ○基金運用事業 3  

 積立金 3  

　・財政調整基金利子積立金  

164,485 165,115 △630 3 164,482

(款)　 2 総務費 (項)　 2 監査委員費

 1 監査委員費 367 367 0 367  1 報酬 284 ○監査事務事業 367

10 需用費 8  報酬 284  

12 委託料 75 　・委員報酬  

 需用費 8  

　・消耗品費 3  

　・食糧費 5  

 委託料 75  

　・工事技術調査委託料  

 2 総務費 一般会計
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計



（単位：千円）

367 367 0 367

(款)　 3 衛生費 (項)　 1 清掃費

 1 清掃総務費 99,970 108,567 △8,597 99,970  2 給料 48,699 ○職員人件費 99,957

 3 職員手当等 29,120  給料 48,699  

 4 共済費 16,294 　・一般職給  

10 需用費 13  職員手当等 29,120  

18 負担金、補 5,844 　・扶養手当 1,110  

助及び交付 　・地域手当 2,989  

金 　・住居手当 1,080  

　・通勤手当 1,112  

　・特殊勤務手当 182  

　・時間外勤務手当 1,021  

　・管理職員特別勤務手当 12  

　・休日勤務手当 99  

　・管理職手当 516  

　・期末勤勉手当 20,579  

　・児童手当 420  

 共済費 16,294  

　・共済組合負担金 15,692  

　・厚生会負担金 293  

　・公務災害補償基金負担金 309  

 負担金、補助及び交付金 5,844  

　・退職手当組合負担金  

○清掃総務管理事業 13  

 需用費 13  

　・消耗品費  

 2 ごみ処理費 327,525 320,710 6,815 327,525  8 旅費 33 ○ごみ処理施設運転管理事業 327,007  

10 需用費 147,228  旅費 31  

11 役務費 167 　・普通旅費 5  

計

金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金
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地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目



12 委託料 178,977 　・特別旅費 26  

13 使用料及び 227  需用費 147,228  

賃借料 　・消耗品費 81,841  

17 備品購入費 279 　・燃料費 4,826  

18 負担金、補 52 　・印刷製本費 66  

助及び交付 　・光熱水費 47,620  

金 　・修繕料 12,875  

26 公課費 562  役務費 167  

　・手数料 113  

　・保険料 54  

 委託料 178,977  

　・庁内清掃委託料 3,379  

　・受水槽清掃委託料 65  

　・汚水槽清掃委託料 400  

　・浄化槽維持管理委託料 186  

　・エレベーター点検委託料 876  

　・電力設備定期点検委託料 977  

　・計量器点検委託料 127  

　・クレーン年次点検委託料 2,892  

　・環境関係測定委託料 4,530  

　・計量委託料 2,672  

　・洗車場残渣清掃委託料 3,208  

　・洗車排水設備保守管理委託料 532  

　・排ガス測定機器管理委託料 6,705  

　・無停電電源装置点検委託料 440  

　・ごみ焼却施設精密機能検査委  

　　託料 3,010  

　・ＤＣＳ制御システム保守点検  

　　委託料 1,985  

　・発信器保守点検委託料 1,320  

　・ごみ処理施設運転管理委託料 143,001  

　・プラットホーム管理委託料 2,672  

 使用料及び賃借料 227  

　・機器使用料  

 3 衛生費 一般会計
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（単位：千円）

 備品購入費 279  

　・機械器具費  

 負担金、補助及び交付金 52  

　・講習負担金 5  

　・大山崎町地下水利用対策協議  

　　会負担金 2  

　・近畿地区ボイラタービン主任  

　　技術者会負担金 15  

　・日本電気技術者協会負担金 30  

 公課費 46  

　・自動車重量税  

○公害健康被害補償事業 518  

 旅費 2  

　・普通旅費  

 公課費 516  

　・汚染負荷量賦課金  

 3 し尿処理費 24,500 23,666 834 24,500 10 需用費 4,260 ○し尿処理施設運転管理事業 23,510  

12 委託料 10,263  需用費 4,260  

14 工事請負費 8,987 　・消耗品費 607  

18 負担金、補 990 　・燃料費 22  

助及び交付 　・光熱水費 2,555  

金 　・修繕料 1,076  

 委託料 10,263  

　・庁内清掃委託料 377  

　・受水槽清掃委託料 65  

　・電力設備定期点検委託料 273  

　・環境関係測定委託料 333  

　・し尿処理施設運転管理委託料 8,031  

　・槽内清掃委託料 1,184  

 工事請負費 8,987  

金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金

- 17 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目



　・脱臭設備活性炭更新工事 761  

　・脱臭設備点検整備工事 2,464  

　・破砕ポンプ（共用）整備工事 2,422  

　・既設希釈水ポンプ移設工事 3,340  

○下水道投入事業 990  

 負担金、補助及び交付金 990  

　・下水道負担金  

 4 埋立地管理 10,301 10,151 150 10,301 10 需用費 2,558 ○埋立地施設運転管理事業 10,301  

費 12 委託料 4,963  需用費 2,558  

14 工事請負費 2,780 　・消耗品費 815  

　・燃料費 2  

　・光熱水費 1,691  

　・修繕料 50  

 委託料 4,963  

　・電力設備定期点検委託料 20  

　・環境関係測定委託料 2,653  

　・処理水槽清掃委託料 1,457  

　・除草委託料 833  

 工事請負費 2,780  

　・汚水処理設備補修工事  

 5 リサイクル 159,137 158,437 700 48 159,089  8 旅費 2 ○リサイクルプラザ施設運転管理  

プラザ費 10 需用費 13,904 　事業 150,655  

11 役務費 4,665  旅費 2  

12 委託料 140,353 　・特別旅費  

13 使用料及び 124  需用費 12,915  

賃借料 　・消耗品費 2,151  

26 公課費 89 　・燃料費 355  

　・光熱水費 6,060  

　・修繕料 4,349  

 役務費 4,653  

　・保険料  

 委託料 132,996  

　・汚水槽清掃委託料 144  

　・電力設備定期点検委託料 372  

 3 衛生費 一般会計

- 18 -



（単位：千円）

　・クレーン年次点検委託料 1,173  

　・環境関係測定委託料 348  

　・リサイクルプラザ施設運転管  

　　理委託料 70,401  

　・リサイクルプラザ資源化等委  

　　託料 60,176  

　・ガラス処分委託料 256  

　・廃消火器処理委託料 85  

　・廃タイヤ処理委託料 41  

 公課費 89  

　・自動車重量税  

○再生工房事業 3,017  

 需用費 311  

　・消耗品費 257  

　・印刷製本費 24  

　・修繕料 30  

 役務費 12  

　・手数料 11  

　・保険料 1  

 委託料 2,694  

　・自転車家具再生工房委託料 1,975  

　・ガラス工芸教室指導委託料 481  

　・ホームページ更新委託料 238  

○リサイクルプラザ棟管理事業 5,465  

 需用費 678  

　・消耗品費 160  

　・燃料費 78  

　・修繕料 440  

 委託料 4,663  

　・庁内清掃委託料 2,993  

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金

- 19 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目
金   額



　・受水槽清掃委託料 136  

　・浄化槽維持管理委託料 151  

　・エレベーター点検委託料 1,383  

 使用料及び賃借料 124  

　・機器使用料  

 6 ストックヤ 56,366 55,885 481 56,366  8 旅費 23 ○ストックヤード施設運転管理事  

ード管理費 10 需用費 8,118 　業 56,366  

11 役務費 492  旅費 23  

12 委託料 43,301 　・特別旅費  

13 使用料及び 82  需用費 8,118  

賃借料 　・消耗品費 1,008  

14 工事請負費 4,288 　・燃料費 487  

18 負担金、補 5 　・光熱水費 4,365  

助及び交付 　・修繕料 2,258  

金  役務費 492  

26 公課費 57 　・通信運搬費 200  

　・手数料 64  

　・保険料 228  

 委託料 43,301  

　・庁内清掃委託料 1,620  

　・受水槽清掃委託料 70  

　・電力設備定期点検委託料 137  

　・クレーン年次点検委託料 266  

　・環境関係測定委託料 245  

　・ストックヤード施設運転管理  

　　委託料 16,500  

　・ストックヤード資源化等委託  

　　料 18,146  

　・その他プラスチック処理委託  

　　料 516  

　・廃乾電池処理委託料 4,490  

　・廃蛍光灯処理委託料 1,311  

 使用料及び賃借料 82  

　・機器使用料  

 3 衛生費 一般会計
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（単位：千円）

 工事請負費 4,288  

　・プラスチック製容器包装圧縮  

　　梱包施設補修工事  

 負担金、補助及び交付金 5  

　・講習負担金  

 公課費 57  

　・自動車重量税  

677,799 677,416 383 48 677,751

(款)　 4 事業費 (項)　 1 事業費

 1 ごみ処理施 160,700 156,902 3,798 160,700 14 工事請負費 160,700 ○ごみ処理施設改修事業 157,962

設改修事業  工事請負費 157,962  

費 　・焼却炉補修工事  

○附帯施設改修事業 2,738  

 工事請負費 2,738  

　・附帯施設補修工事  

 2 埋立処分事 91,388 91,639 △251 91,388  8 旅費 4 ○廃棄物埋立処分事業 70,827  

業費 12 委託料 83,811  旅費 4  

18 負担金、補 7,573 　・普通旅費  

助及び交付  委託料 63,250  

金 　・廃棄物埋立処分委託料  

 負担金、補助及び交付金 7,573  

　・大阪湾広域廃棄物埋立処分場  

　　建設費負担金  

○廃棄物搬出事業 20,561  

 委託料 20,561  

　・焼却残灰搬出委託料  

　　（債務負担行為の予算化）  

 3 リサイクル 52,408 56,214 △3,806 52,408 14 工事請負費 52,408 ○リサイクルプラザ改修事業 52,408  

プラザ改修  工事請負費 52,408  

事業費 　・プラント機器補修工事  

計

本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国府支出金

- 21 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比　較目
金   額



304,496 304,755 △259 304,496

(款)　 5 公債費 (項)　 1 公債費

 1 元金 322,416 420,161 △97,745 322,416 22 償還金、利 322,416 ○長期債償還元金 322,416

子及び割引  償還金、利子及び割引料 322,416  

料 　・政府債 286,275  

　・縁故債 36,141  

 2 利子 5,226 6,387 △1,161 5,226 22 償還金、利 5,226 ○長期債償還利子 5,183  

子及び割引  償還金、利子及び割引料 5,183  

料 　・政府債 4,448  

　・縁故債 735  

○一時借入金利子 43  

 償還金、利子及び割引料 43  

　・一時借入金  

327,642 426,548 △98,906 327,642

(款)　 6 予備費 (項)　 1 予備費

 1 予備費 4,000 4,000 0 4,000 ○予備費 4,000

 予備費 4,000  

　・予備費  

4,000 4,000 0 4,000

 6 予備費 一般会計

- 22 -

計

計

計



報 酬 給 料 期末 手当 その他の手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長 等 3 － 348 － － 348 － 348

議 員 9 804 － － － 804 － 804

その 他 の
特 別 職

29 636 － － － 636 － 636

計 41 1,440 348 0 0 1,788 － 1,788

長 等 3 － 348 － － 348 － 348

議 員 9 805 － － － 805 － 805

その 他 の
特 別 職

29 636 － － － 636 － 636

計 41 1,441 348 0 0 1,789 － 1,789

長 等 0 － 0 － － 0 － 0

議 員 0 △ 1 － － － △ 1 － △ 1

その 他 の
特 別 職

0 0 － － － 0 － 0

計 0 △ 1 0 0 0 △ 1 － △ 1

本 年 度

前 年 度

比 較
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給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特　別　職

区　　　　分 職 員 数
給　　　　　　　与　　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考



報 酬 給 料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

扶 養 地 域 住 居 通 勤 特 殊 勤 務 時間外勤務
管 理 職 員
特 別 勤 務 休 日 勤 務

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,862 6,652 1,800 3,145 242 2,841 20 105

前 年 度 3,144 6,797 1,800 2,940 247 2,841 20 150

比 較 △ 282 △ 145 0 205 △ 5 0 0 △ 45

管 理 職 期 末 勤 勉 児 童 合 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 2,189 46,076 1,235 67,167

前 年 度 3,030 46,679 1,280 68,928

比 較 △ 841 △ 603 △ 45 △ 1,761

36,43527本 年 度 0 107,987 67,167 175,154

区　 分

28

２　一　般　職

（１）　総　括

区 分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

211,589
退職手当組合負担金

16,049千円

前 年 度 217,06368,928 179,053 38,010

△ 1

区　 分

-  24  -

退職手当組合負担金

13,041千円

比　　較 0 △ 2,138 △ 1,761 △ 3,899 △ 1,575 △ 5,474
退職手当組合負担金

3,008千円

職員手当等

の 内 訳

0 110,125



増 減 額

（千円） （千円）

給 料 △ 2,138 給与改定に伴う増減分 0

昇 給 に 伴 う 増 加 分 1,643

そ の 他 の 増 減 分 △ 3,781

職 員 手 当 等 △ 1,761 制度改正に伴う増減分 △ 1,607 期末勤勉手当 年間支給割合　４．４５月分 → ４．３０月分

そ の 他 の 増 減 分 △ 154

-  25  -

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区 分 増 減 事 由 別 内 訳 備 考説　　明



一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 322,367

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 372,322

平 均 年 齢 ( 歳 ) 45歳 1月　

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 347,781

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 402,370

平 均 年 齢 ( 歳 ) 46歳 7月　

一 般 行 政 職
国 の 制 度

（円） 一  般  行  政  職（円）

高 校 卒 154,900 150,600

短 大 卒 165,900 ―

大 学 卒 182,200 182,200

　イ　初任給（令和４年１月１日現在）

区 分

-  26  -

（３）　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

区 分

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在



１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

計

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

計

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級

一般行政職
主 事
技 師

主 事
技 師

主 査
主 事
技 師

係 長
総 括 主 査

課 長 補 佐
次 長
課 長
主 幹

事 務 局 長
参 事
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　ウ　級別職員数

区 分
一 般 行 政 職

級 職 員 数 構 成 比
（人）　 （％）　

令和 ４年 １月１ 日現在

2 7.1

1 3.6

7 25.0

11 39.3

2

25.0

11 39.3

3

7.1

4 14.3

1 3.6

28 100.0

（級別の基準となる職務）

10.7

5 17.8

1 3.6

28 100.0

令和 ３年 １月１ 日現在

0 0.0

1 3.6

7



６ 月 ( 月 分 ) １ ２月 ( 月分 )

（1.125） （1.125） （2.25）　

2.150　 2.150　 4.30　　

（1.175） （1.175） （2.35）　

2.225　 2.225　 4.45　　

（1.125） （1.125） （2.25）　

2.150　 2.150　 4.30　　

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　エ　期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 (月分)
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

本 年 度

有前 年 度

有

支 給 率 ( ％ ) 6

国 の 制 度 有

※　（　）内は、再任用職員に適用する。

　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置
(２％～４５％加算)

備 考

定年前早期退職特例措置
(２％～４５％加算)

　カ　地域手当

支 給 対 象 地 域 全　　　　域

支 給 対 象 職 員 数 ( 人 ) 27

国の指定基準に基づく支給率 (％) 3　～　16

-  28  -



職 種

一 般 行 政 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ） 0.2  0.2  

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ ％ ）
（ 令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

32.1　 32.1　

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 借 家 、 借 間 居 住 者 異 な る

交 通 機 関 利 用 者 同 じ

交 通 用 具 使 用 者 異 な る

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

　借家居住者　　　　家賃額の下限 12,000円　　手当額の上限 30,000円

　ク　その他の手当
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　キ　特殊勤務手当

区 分 全 職 種

　廃棄物処理作業従事手当、炉内点検手当、資格任命手当

通 勤 手 当

　　　　　　　　　　4km未満　　　　　　　　　　　　　　4,000円

　交通用具使用者　　4km以上はその超える2㎞未満ごとに　 1,200円加算

　　　　　　　　　　支給限度額　　　　　　　　　　　　31,600円



国府支出金 地 方 債 そ の 他

焼 却 残 灰 搬 出 自 令和４年度

委 託 至 令和８年度

人 事 給 与 自 令和４年度

シ ス テ ム 借 上 至 令和６年度

- 30 -

102,805　

2,350　 584　 1,766　 － － － 1,766　

一 般 財 源

令和３年度

102,805　 －　 102,805　 － － －令和３年度

期 間 金 額 期 間 金 額
特 定 財 源

　　　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は

 　　　　　　　　　　　　　　 支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）　

事 項 限 度 額

前年度末までの支出（見込）額 当該年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳



（単位：千円）　

前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額
当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

現 在 高 見 込 額

１　普　　通　　債
（１）事　業　債

3,531,383　 3,111,223　 0　 322,416　 2,788,807　

合　　　　計 3,531,383　 3,111,223　 0　 322,416　 2,788,807　
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　　　　　　　　　　　　　　         地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における

　　　　　　　　　　　　　　         現在高の見込みに関する調書

区 分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み



人 口 人 口 比 率 均 等 割 人 口 割 合 計 (うち地方交付税相当分)

（人）　 （％）　 （千円）　 （千円）　 （千円）　 （千円）　

向 日 市 57,105 36.90 16,985 406,502 423,487 72,471

長 岡 京 市 81,211 52.48 16,985 578,137 595,122 106,662

大 山 崎 町 16,425 10.62 16,985 116,993 133,978 20,546

合 計 154,741 100.00 50,955 1,101,632 1,152,587 199,679

※　人口については、令和３年１０月１日現在の住民基本台帳人口による。
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分　　　　担　　　　金　　　　割　　　　当　　　　表

市 町 名

※　均等割＝（議会費＋総務費の30／100）÷3

　　人口割＝（総務費の70／100＋議会費及び総務費以外の費用）×人口比率


